
２０２４年７月 18日  

広島地方最低賃金審議会 御中  

郵政産業労働者ユニオン呉支部  

      石野利昌  

   -  

  

広島県最低賃金の改定決定に係る意見書  

  

１、広島県最低賃金は、時給１５００円を目指し、大幅に引き上げること。  

２、地域別最低賃金の地域間格差を縮小するための改正をすること。  

  

以下、理由を述べます。  

１、この間の物価高騰で、私たちの生活は圧迫され続けています。実質賃金は、２年以上連続して減少し

ています。とりわけ非正規雇用で働く人たちへしわ寄せがきています。  

私たちの働く日本郵政グループ各社は、郵政の非正規雇用の多くを占める「時給制契約社員」の基

本給を地域別最低賃金額に連動させています。そして、毎年の賃金交渉（春闘）では、毎年の最賃改定

によって引き上げされているとして、会社はゼロ回答を続けています。結果として最低賃金の改定は、

私たちにとって大変大きな意味を持ちます。  

  広島県の郵政の時給制契約社員の基本給は、最低賃金９７０円（端数繰り上げ）プラス２０円で９９

０円です。個々人別には、評価による６段階の資格給が加算されますが、月収約１７万円でしかありま

せん。これまでも節約生活をしてきましたが、急激な物価高の中で食費を切り詰めるしかない状況で

す。  

  広島県の最低賃金９７０円では、個人消費の拡大による「内需拡大」はもとより、生活の安定すら得

られません。時給１５００円は１０年先の目標ではなく、近々に達成すべき金額です。広島地方最低賃

金審議会は、時給１５００円を目指して大幅な引き上げ改定をすべきと考えます。  

２、２０２３年の地域別最低賃金の地域間格差は２２０円です。この都市と地方の格差は、賃金だけでなく

人口問題や環境問題でもあります。昨年「目安額」を上回る改定が多くの地方ありましたが、地方での危

機感の表れ、格差拡大では地域が持たないとの悲鳴です。また広島県では人口流出が進んでいます。２

０２３年では転出超過が７３９６人にのぼり、全国最多となっています。いろいろな要因はありますが、

とりわけ最低賃金の低さから大都市への転出があります。  

私たちの郵便局は全国で同じ仕事内容をしていますが、橋一つ渡れば、電車で一駅先に行けば基本給

が違うことが現実にあります。そのため、低い時給の郵便局には「募集しても  応募がない」と人手

不足に拍車をかけています。  

  広島地方最低賃金審議会は、地域間格差をなくすべく、今年審議において格差の大幅な縮小をすべきと

考えます。  

以上  

  


